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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第89期

第３四半期累計期間
第90期

第３四半期累計期間
第89期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

完成工事高 (千円) 13,468,628 14,535,135 20,732,360

経常利益 (千円) 537,486 643,284 1,007,188

四半期(当期)純利益 (千円) 313,865 439,089 594,705

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,581,000 1,581,000 1,581,000

発行済株式総数 (株) 12,000,000 12,000,000 12,000,000

純資産額 (千円) 4,907,037 5,529,449 5,136,494

総資産額 (千円) 12,661,111 15,071,845 14,791,277

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 26.23 36.70 49.70

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 7.00

自己資本比率 (％) 38.8 36.7 34.7
 

　

回次
第89期

第３四半期会計期間
第90期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 11.89 15.15
 

(注) １　完成工事高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。

また、カワセツサービス株式会社については、平成28年６月29日に解散し、同年９月20日に清算結了しておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復傾向にありましたが、海外経済の不確実性の高まり

等弱さも見られ、不透明な状況で推移しました。

　このような状況のなかで、当社は、受注目標の達成、工事品質管理・工事原価管理の継続強化、人的資源の強

化・効率化等の諸施策を通じ、黒字安定経営の継続を目指してまいりました。

その結果、当第３四半期累計期間の経営成績は、受注高につきましては、一般ビル工事の減少により188億９百

万円（前年同期比9.8％減）となりました。完成工事高につきましては、一般ビル工事、産業施設工事および電気

工事がすべて増加したことにより145億35百万円（前年同期比7.9％増）となりました。損益面につきましては、完

成工事高の増加および利益率の改善により、当第３四半期累計期間の経常利益は６億43百万円（前年同期比19.7％

増）、四半期純利益４億39百万円（前年同期比39.9％増）となりました。

各セグメントの業績は次のとおりであります。

〔東部〕

東部の業績につきましては、一般ビル工事および産業施設工事が堅調であったため、完成工事高は56億57百万円

（前年同期比43.6％増）となり、セグメント利益は３億94百万円（前年同期比381.6％増）となりました。

〔中部〕

中部の業績につきましては、一般ビル工事が低調であったため、完成工事高は50億25百万円（前年同期比17.2％

減）となり、セグメント利益は４億１百万円（前年同期比25.8％減）となりました。

〔西部〕

西部の業績につきましては、一般ビル工事および産業施設工事が堅調であったため、完成工事高は38億52百万円

（前年同期比11.3％増）となり、セグメント利益は４億51百万円（前年同期比15.7％増）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間の資産合計は、前事業年度末に比べ２億80百万円増加し、150億71百万円となりました。主

な増加理由は、現金及び預金等で減少があるものの、完成工事未収入金および未成工事支出金等が増加したことに

よるものであります。

負債合計は、前事業年度末に比べ１億12百万円減少し、95億42百万円となりました。主な減少理由は、短期借入

金等の増加があるものの、未払法人税等および工事未払金等が減少したことによるものであります。

純資産合計は、前事業年度末に比べ３億92百万円増加し、55億29百万円となりました。主な増加理由は、四半期

純利益の増加によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に、重要な変更および新たに生じ

た課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は７百万円であります。
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(5) 主要な設備

当第３四半期累計期間における新たな設備計画は次のとおりであります。

事業所名

（所在地）

セグメント

の名称
設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
総額

（千円）

既支払額

（千円）

本社

（名古屋市中区）
―

新基幹システム

の構築
150,000 ― 自己資金 平成28年11月 平成30年６月

 

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,000,000

計 35,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 12,000,000 12,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年10月１日～
平成28年12月31日

― 12,000,000 ― 1,581,000 ― 395,250
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　34,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

11,923,000
11,923 ―

単元未満株式 普通株式　43,000 ― ―

発行済株式総数 12,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,923 ―
 

(注) 1　「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。

2　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式229株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
川崎設備工業株式会社

名古屋市中区大須一丁目
６番47号

34,000 ― 34,000 0.28

計 ― 34,000 ― 34,000 0.28
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成28年10月１日から平成28年

12月31日まで)および第３四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金およびキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団

の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、カワセツサービス株式会社は、平成28年６月29日に解散し、同年９月20日に清算結了したため、当第３四半

期会計期間末に子会社はありません。

  資産基準、売上高基準、利益基準および利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

    資産基準                 ―％

    売上高基準               ―％

    利益基準               0.71％

    利益剰余金基準           ―％

  ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

 

 

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 1,876,880 708,824

  受取手形 1,109,420 ※1  365,034

  電子記録債権 1,718,010 ※1  2,600,283

  完成工事未収入金 5,580,766 5,950,746

  未成工事支出金 425,524 1,554,089

  その他 369,201 207,487

  貸倒引当金 △90,600 △94,900

  流動資産合計 10,989,204 11,291,566

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 1,573,625 1,515,651

   土地 1,715,943 1,715,943

   その他（純額） 105,651 105,530

   有形固定資産合計 3,395,220 3,337,126

  無形固定資産 89,137 77,393

  投資その他の資産   

   その他 434,791 428,663

   貸倒引当金 △117,076 △62,903

   投資その他の資産合計 317,715 365,759

  固定資産合計 3,802,073 3,780,278

 資産合計 14,791,277 15,071,845
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 1,446,432 ※1  1,593,587

  電子記録債務 1,845,198 ※1  2,027,024

  工事未払金 3,198,157 2,224,148

  短期借入金 - 1,000,000

  未払法人税等 282,185 41,708

  未成工事受入金 616,185 495,183

  賞与引当金 253,313 134,920

  役員賞与引当金 17,287 -

  完成工事補償引当金 18,286 17,046

  工事損失引当金 94,066 128,501

  その他 418,482 341,912

  流動負債合計 8,189,593 8,004,033

 固定負債   

  長期借入金 500,000 500,000

  退職給付引当金 832,535 896,520

  環境対策引当金 1,390 -

  その他 131,263 141,841

  固定負債合計 1,465,189 1,538,361

 負債合計 9,654,783 9,542,395

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,581,000 1,581,000

  資本剰余金 395,250 395,250

  利益剰余金 3,109,701 3,465,030

  自己株式 △7,178 △7,178

  株主資本合計 5,078,773 5,434,102

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 57,721 95,347

  評価・換算差額等合計 57,721 95,347

 純資産合計 5,136,494 5,529,449

負債純資産合計 14,791,277 15,071,845
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

完成工事高 13,468,628 14,535,135

完成工事原価 11,943,889 12,727,286

完成工事総利益 1,524,738 1,807,848

販売費及び一般管理費 998,819 1,178,372

営業利益 525,919 629,475

営業外収益   

 受取配当金 5,581 5,479

 不動産賃貸料 32,754 32,766

 その他 2,687 5,087

 営業外収益合計 41,023 43,334

営業外費用   

 支払利息 5,220 1,908

 不動産賃貸費用 18,832 16,498

 その他 5,403 11,118

 営業外費用合計 29,456 29,525

経常利益 537,486 643,284

特別損失   

 ゴルフ会員権評価損 11,725 -

 特別損失合計 11,725 -

税引前四半期純利益 525,761 643,284

法人税等 211,895 204,195

四半期純利益 313,865 439,089
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第３四半期累計期間において、四半期財務諸表への影響は軽微であります。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四

半期会計期間から適用しております。

 

(四半期貸借対照表関係)

※１　四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形等を満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

 

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

受取手形  ─  27,959千円

電子記録債権 　─ 224,378

支払手形 ─ 111,742

電子記録債務 ─ 168,480
 

 

(四半期損益計算書関係)

該当事項はありません。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。　

 
前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

減価償却費 93,724千円  113,983千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 59,835 5.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 83,760 7.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

(金融商品関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

関連会社がないため、該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
(注１)

四半期
損益計算書
計上額
(注２)東部 中部 西部 小計

完 成 工 事 高 3,940,859 6,068,178 3,459,590 13,468,628 ― 13,468,628

セグメント利益 81,955 540,702 390,330 1,012,988 △487,069 525,919
 

（注）１　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用（一般管理費）であります。

２　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額
(注１)

四半期
損益計算書
計上額
(注２)東部 中部 西部 小計

完 成 工 事 高 5,657,363 5,025,753 3,852,018 14,535,135 ― 14,535,135

セグメント利益 394,673 401,352 451,591 1,247,618 △618,142 629,475
 

（注）１　セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用（一般管理費）であります。

２　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間

(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 26円23銭  36円70銭

  (算定上の基礎)   

四半期純利益金額 313,865千円  439,089千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額 313,865千円  439,089千円

普通株式の期中平均株式数 11,966,530株 11,965,771株
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２９年２月７日

川崎設備工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   田　　中　　基　　博　 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   葛　　西　　秀　　彦 　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川崎設備工業株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第90期事業年度の第３四半期会計期間（平成28年10月１日から

平成28年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川崎設備工業株式会社の平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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